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                                                                     企画総務委員会資料 
                      令和７年９月 25 日 

                                   政策経営部財政課 
 

令和６年度決算に基づく東京都板橋区健全化判断比率について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19年法律第 94号）第３条第１項の規定により、

令和６年度決算に基づく東京都板橋区健全化判断比率について、下記のとおり区議会に報告する。 

 なお、今回の健全化判断比率は、早期健全化基準及び財政再生基準には該当しなかった。 

 

１ 健全化判断比率 

※ 黒字の場合は ―（△）表記となる。（単位：％） 

  (1)実質赤字比率 (2)連結実質赤字比率 (3)実質公債費比率 (4)将来負担比率 

健全化判断比率 ― ― △ 2.6 ― 

算出比率 

Ｒ６ （△ 7.39） （△ 8.42） （△ 2.6） （△ 92.8） 

Ｒ５ （△ 4.47） （△ 5.72） （△ 3.4） （△ 95.7） 

増減 △2.92 △2.70 0.8  2.9 

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 350.0 

財政再生基準 20.00 30.00 35.0   

 

（１）実質赤字比率 → 一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 
 

実 質 赤 字 比 率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 
 
 
（２）連結実質赤字比率 

→ 全会計を対象とした実質赤字（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率 
 

連結実質赤字比率 ＝ 
一般会計等と特別会計を合算した連結実質赤字額 

標準財政規模 
 
 
（３）実質公債費比率 

→ 一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 
 

実質公債費比率 

（３カ年平均） 
＝ 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金） 
－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）  

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 
 

（４）将来負担比率 → 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 
 

将 来 負 担 比 率 ＝ 

将来負担額 －（充当可能基金額＋特定財源見込額 
          ＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

   

２ 健全化判断比率の公表 

  地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、以下の健全化判断比率及びそ

の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて議会に報告し、公

表するとともに、都知事（総務大臣）に報告しなければならない。（第３条） 
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３ 財政の健全化（健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準を上回った場合） 

(1) 財政健全化計画の策定、公表  

   地方公共団体の長は、財政状況の悪化要因の分析結果を踏まえ、財政の早期健全化を図るた

め、健全化判断比率を公表した年度末までに、財政健全化計画を議会の議決を経て策定し、公

表するとともに、都知事（総務大臣）に報告しなければならない。(第４条、第５条) 

(2) 財政健全化計画の実施状況の報告 

   財政健全化計画を定めている地方公共団体の長は、毎年その実施状況を議会に報告し、公表

するとともに、都知事（総務大臣）に報告しなければならない。（第６条） 

 (3) 外部監査の実施 

   地方公共団体の長は、財政健全化計画を定めるに当たって、あらかじめ、個別外部監査契約

に基づく監査を求めなければならない。（第 26条） 

  

４ 財政の再生（健全化判断比率のいずれかが財政再生基準を上回った場合） 

 (1) 財政再生計画の策定、公表 

   地方公共団体の長は、財政状況の著しい悪化要因の分析結果を踏まえ、財政の再生を図るた

め、健全化判断比率を公表した年度末までに、財政再生計画を議会の議決を経て策定し、公表

するとともに、総務大臣（都知事経由）に報告し、これに基づき予算を調製しなければならな

い。（第８条、第９条） 

 (2) 財政再生計画の実施状況の報告 

   財政再生計画を定めている地方公共団体の長は、毎年その実施状況を議会に報告し、公表す

るとともに、総務大臣（都知事経由）に報告しなければならない。（第 18条） 

(3) 地方債の起債の制限 

   策定した財政再生計画に対する総務大臣の同意を得ていないときは、地方債をもってその歳

出の財源とすることができない。（第 10条、第 11条）（災害復旧事業費及び政令で定める場合

を除く） 

 (4) 外部監査の実施 

   「３ 財政の健全化(3)」に同じ（第 26条） 

 

５ 区民への公表 

  10月末に都知事に報告後、板橋区ホームページにて公表 

 

※用語について 

◇ 一般会計等 
   一般会計及び公営事業会計に属する特別会計以外の特別会計で、板橋区の場合は、一般会計及び

東武東上線連続立体化事業特別会計が該当する。 
◇ 標準財政規模 

   自治体が標準的な状態のとき、通常収入されるであろう経常的な一般財源の規模 
◇ 準元利償還金 

   公債費に準ずるもので、板橋区の場合は、満期一括償還地方債の一年あたりの元利償還金相当額、
特別区人事・厚生事務組合、清掃一部事務組合の地方債の償還財源に充てるための負担金、土地
開発公社からの買戻用地分、利子補給に係るものが該当する。 

◇ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 ＝ 総務大臣が定める額 
◇ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 ＝ 総務大臣が定める額 


